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はじめに：本論文の目的および意義
何故、発展途上国・新興国は発展の契機を得たか。筆者はこれまで先行論文 i において、こ
の劇的なパラダイム転換は多国籍企業の海外直接投資等によると論じてきたが、この点をも
っと詳細に、明確にする必要がある。本稿の目的の第一はこの点である。第二に、先行論文
においては、現代のグローバル化された世界では、先進国多国籍企業の経営資源の大規模な
流入は、投資先国に「良循環」をもたらし、大規模な流出は「悪循環」をもたらし得ること
および投資の受入国としての競争優位を高めることの重要性を論じた ii。この点は、中間所得
層の所得と消費のあり方にも関連して、日本経済の今後の動向・展望について重要な政策含
意を持つものであり、一層の検討が必要である。本稿の目的の第二はこの点にある。
本稿の構成は以下の通りである。第 I 章では、発展途上国・新興国の経済発展と南北間格差
の収斂をもたらした資本流出および技術移転のメカニズムとその含意についての吟味を行う。
第 II 章では、先進国および先進国企業のジレンマと発展途上国・新興国の抱える課題につい
ての検討を行う。第 III 章では、第 II 章を踏まえて、日本の経済政策、企業戦略の課題につい
て論ずる。第 IV 章は本稿の結論である。
Ⅰ．発展途上国・新興国の経済発展と南北間格差の収斂をもたらした資本流出
　　　および技術移転のメカニズム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1.1）第一のルート：海外の生産・輸出拠点の構築と対内直接投資を利用した輸出振興政策
985 年のプラザ合意を契機に、日本企業は長期の円高傾向の持続と米国および欧州との貿
易摩擦の継続を見込み、貿易から投資への大転換を行ったと見られる。すなわち、卓越した
国際競争力を誇った「国内生産＋輸出」による海外市場の維持・拡大から海外直接投資に基
づく生産・輸出拠点の海外移転による海外市場の維持・拡大への、海外戦略上の大転換を、
日本企業は図らざるを得なくなった。具体的には二つの戦略があった。一つには大消費地へ
の生産拠点の立地であり、米国および EU 向けの大規模直接投資と生産拠点の構築である。
国際政経論集（二松學舎大学）第 20 号，204 年３月
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第二には、米国・EU 等の第三国市場向け輸出拠点の構築であり、アジア・中南米の発展途
上国、特にアジア（時系列的には、アジア NIEs → ASEAN（域内先発国）→中国→ ASEAN
（域内後発国等）に対するものであった。
この海外戦略の大転換において最も重要なことの一つは、生産拠点の移管に当たっては、
生産システムの標準化が必要であったことである。これによって、海外の生産現場の人員は、
かつての日本国内の工場で期待されたような高度の熟練を要せずとも、一定品質の製品生産
が可能となる。このような、いわば、「供給サイドの生産システムの汎用品化」iii の世界的な
潮流の契機となったのは、日本の海外直接投資であることを本稿で改めて強調したい。こう
した生産システムの汎用品化はそれが達成しやすい産業・製品・部品で生ずる。具体的には、
自動車産業よりも IT エレクトロニクス産業で生じやすく、現実にそのような展開となった。
こうした産業分野の日本企業の努力によって、標準化された大量生産の技術と生産設備がア
ジア諸国に移転され、IT エレクトロニクス産業を中心に、日本企業の輸出拠点が、アジア諸
国に形成された。
一例として、半導体・液晶等の分野で、新しい、より高性能な量産化技術を実現するため
には、一定品質を維持しつつ、より大規模な生産によるコスト削減のための連続的な技術革
新（｛破壊的イノベーション｝）iv と大胆かつ大規模な設備投資が必要である。こうした目的を
実現するに当たっては、イノベーションによる安定的な経済成長を図る日米欧の先進国経済
よりも、重化学工業化段階にあり、いわば、高度成長期にあるアジア諸国のほうがより適合
しているといえる。これは、「生産サイドにおける生産システムの汎用品化」に伴う必然的な
流れであり、日本企業側の事情とアジア諸国の利害が、重なり合うことから量産化技術の移
転と海外直接投資による大規模な輸出拠点の構築とが同時に進行し、図  において、B 点か
ら B’または B’点への、アジア諸国経済のシフトが促された。
図 　発展途上国・新興国の急速な経済発展と先進国多国籍企業の貢献（筆者作成）
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アジア企業への直接的・間接的な技術移転が進めば、重化学工業化段階にある投資受入国
経済を基盤とする投資受入国企業（アジア企業）が、日本企業の現地法人に対し競争優位を
持つようになるのは、投資受入国企業側に十分な顕在的あるいは潜在的能力がある限りは、
必然的である。なぜなら、「生産システムの汎用品化」によって、日系現地法人の企業固有の
競争優位は失われる一方、立地の優位性については、アジア現地企業が保有しているためで
ある。こうした状況は中国における日系カラーテレビメーカーの急速な競争力喪失等に見ら
れる。
日系現地法人の輸出拠点としての優位性は、日本の本社が、日本・米国・EU 等に販売ネッ
トワークやブランド力を維持している場合には、本社の販売力という企業固有の競争優位を
生かすことによって保持されるが、発展途上国現地市場における汎用品の販売においては、
上記の事情から、競争上の困難に直面する。
加えて、急速な工業化段階（一人当たり資本量が急速に増加する高度成長期）にあって図 
の矢印①の方向に沿って、ハイリスク・ハイリターンの大規模設備投資を、日本企業よりも
積極的に行いうるアジア企業は、技術的に確立された量産化技術の取り込みに成功すれば、
日本企業よりも強い価格競争力を発揮し得る。
（1.2）もう一つのルート：下請け発注契約。
海外直接投資に依らず、契約ベースの下請け発注契約においても直接的・間接的に技術は
移転する。OEM（Own Equipment Manufacturing：他社ブランド生産：下請け企業は生産
のみ担当）、ODM（Own Design Manufacturing：他社ブランド生産：同じく設計および生産
を行う）等の下請け発注契約によって、多くのアジア企業は、技術力を強化した。顕著な具
体例としては、OEM 企業からスタートし、高度な製造能力を発揮してソニーやアップルの下
請け企業として急成長した鴻海等の台湾企業がある。ちなみに、鴻海は、国連の世界投資報
告 20 年によれば、保有外国資産の額で見た 202 年の世界 00 大多国籍企業中の 40 位にラ
ンクされている。これより上位の日本企業は、トヨタ、ホンダ、三菱商事、ニッサンの 4 社
のみである。また、日本企業等の技術を徹底的に吸収して OBM（自社ブランド）企業となっ
た企業には韓国のサムスン等がある。なお、後に論ずるように、今後の留意点として注目さ
れるのは、こうしたアジアの OBM 企業が、今後、「革新的イノベーション」を引き起こす力
を有するようになるか否かである。
（1.3）現地市場の急拡大：新しい投資の誘因
（.）および（.2）によって、発展途上国・新興国の経済発展が軌道に乗ると、拡大する
発展途上国・新興国現地市場にコミットするため、日本企業に加えて、欧米企業も積極的投
資を行った。なお、一般的に、欧米企業は、第三国向け輸出拠点の構築には、日本企業ほど
積極的ではなかったが、米国企業は、本国への逆輸入については日本企業と同様に、積極的
である。但し、その場合にも、（.2）で論じた下請け発注が可能なときには可能な限り、それ
に依拠するのが米国企業である。また、ソニーのように、下請け発注を積極的に活用する日
本企業もある。
アジア現地市場向け投資に欧米企業が積極的な典型例は、中国における自動車産業に見ら
れる。例えば、ドイツ自動車企業 VW は、当初は、本国より 20 年以上前の古い技術による生
− 4 −
産拠点の構築を中国において行ったが、中国自動車市場が急成長するに連れて、新鋭の工場
を作るようになった。これらの企業行動は当然、投資受入国への資本と技術の大規模移転を
生ずる。日本の自動車企業は 980 年代には当時最大の市場であった米国への生産拠点の構築
を優先し、貿易摩擦を回避し、米国市場の確保・開拓に成功した。しかし、中国市場へのコ
ミットは 980 年代は回避して、二正面作戦を採らなかったため、中国進出はドイツ企業に比
して遅れた。しかし、近年は、広州地域を中心に大規模生産拠点を構築済みであり、さらに
HV 車等の生産等の最新技術の本格的移転も考慮しているようである。これらは当然、資本と
技術の大規模移転を生ずる。
（1.4）投資受入国の政策：対内直接投資を利用した輸出振興政策
（.）で論じたアジア等の発展途上国・新興国のキャッチアップ戦略成功の背景には、上記
（.）および（.2）の日本および欧米の多国籍企業の戦略と輸出加工区建設等によるアジア諸
国の外国投資を利用した輸出拡大政策が、うまく適合したことが大きい。明らかに、アジア
の投資受入国は、世界銀行が「東アジアの奇跡」で論じた「市場の自由化によって経済的成
功を勝ち得る」のとは異なる政策を採った。むしろ、これら諸国は、自国内の経済システム
の自由化・規制緩和には慎重である一方、WTO 等によって、自由化を達成しつつある世界市
場には、供給者・輸出者として積極的に参入することによって、巨大な便益を獲得し、成功
を導くことが出来たというのが正確な認識であろう。いいかえるとこれら発展途上国・新興
国の国内経済に関しては、特段、規制緩和・自由化が劇的に促進されたわけではなく、逆説
的であるが、むしろそれを政策的に遅らせることによって、輸出産業の振興・強化を図った。
輸出産業の競争力強化のために、外国企業をはじめとする輸出企業に様々な優遇措置を与
え、外国企業の国際ネットワークを用いて輸出市場を確保する輸出産業育成モデルは、第一
のルートによってアジアに輸出拠点を形成しようとする日本企業のグローバル戦略と適合す
るものであった。アジアの投資受入国がこのような輸出振興戦略・政策をとる限り、この政
策の実施地である「輸出加工区」あるいは「経済特区」以外の、当該国経済の残りの部分は、
様々な規制で縛られた社会主義国経済でも、開発独裁的な権威主義体制下の経済でも、国家
資本主義国の経済でも、大きな問題はない。外国からの直接投資導入に依拠した輸出産業育
成政策が、外国企業の国際ネットワークを通じて外国市場を確保することによって成功する
ことが出来れば、当面の高度経済成長の達成すら可能となる。
「何が輸出産業として成功するかについて、投資受入国政府は市場よりも、正しく選択でき
るのか」との、基本的疑問があるが、それについては、社会主義国であっても、国家資本主
義の国であっても、成功した輸出産業を効果的に実現できることは、中国やシンガポールの
実例を見れば明らかである。明らかな成功モデルが身近にあれば、それを模倣して集中的に
資源を注入することは、社会主義国、開発独裁的な権威主義体制下の経済、または、国家資
本主義の国の方が強権的にやりやすく、当面の顕著な成果を挙げやすい可能性すらある。中
国やシンガポールもまた他国の成功事例に学んだことは論を俟たない。
（1.5）投資受入国の国内市場を基盤としたグローバル製品の開発
しかしながら、（.4）で論じた輸出産業の育成策に限界があることは世界金融経済危機の
後、広く認識されている。アジアをはじめとする発展途上国・新興国における生産・輸出拠
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点の増強は、かつての日米貿易摩擦当時よりも大きな国際収支の不均衡を先進国と発展途上
国・新興国との間で生じており、しかも、世界金融経済危機後の先進国の経済低迷は、発展
途上国・新興国の輸出産業にも深刻な打撃を与えている。
海外からの資本および技術の流入を維持し続けるためには、（.）で論じた投資受入国国内
市場の成長をターゲットとした海外投資・技術の流入の促進に方向転換する必要があり、そ
のためには、当然であるが、発展途上国・新興国の国内市場を質的にも量的にも高度なもの
にする必要がある。
先進国多国籍企業が本格的に、発展途上国・新興国市場を目指すとき、これら企業が本来、
得意とするのは、高品質・高付加価値な財・サービスの供給であることから、いずれは、こ
うした市場を投資先国において創出し、確保することを長期の目的としているはずである。
政策実現能力のある投資受入国政府であれば、社会主義国政府であろうと、国家資本主義
国政府であろうと、こうした先進国企業の基本戦略を十分了知しているはずであり、高水準
の研究開発能力を含む、先進国多国籍企業の高度の経営資源を吸引し、蓄積させるためには、
こうした、需要サイドの整備が重要であることは認識していると思われる。
（2.）で詳細に論ずるようにこの問題は、この需要サイドの整備、すなわち、市場のあり方
の転換が容易に出来るか否かにかかっている。アジアをはじめとする発展途上国・新興国は、
これまで、生産システムの汎用品化をベースにした、キャッチアップ型の輸出産業の牽引する
経済発展モデルの成功によって、一人当たり所得は上昇し、大規模な「セカンドベスト市場」v
の育成には成功してきたが、社会・経済・政治制度の制約から、先進国と同等の「ファース
トベスト市場」を育成していくのは容易ではない。その実現のためには、高度な消費を行う
経済的基盤を持つ高度人材としての大規模な消費者層の醸成が最も緊要である。
Ⅱ．先進国および先進国企業のジレンマと発展途上国・新興国の抱える課題
（2.1）良循環と悪循環
先進国経済にとって、もっとも留意すべき点は、先進国経済の供給サイドでの牽引車であ
る先進国多国籍企業は、同時に、膨大な資本および技術の移転を通じて、発展途上国・新興
国経済成長の牽引車にもなっていることである。
革新的イノベーション vi をベースに生産システム・社会制度を変革し、イノベーションに
よる経済成長（図  の C 点から D 点へのシフト）を実現する先進国においては、こうした革
新的イノベーションを実現する企業の役割が決定的に重要である。先進国の高度で大規模な
ファーストベスト市場は、高付加価値な新製品の供給を通じて、こうした革新的イノベーシ
ョンを実現する場である。
一方、これら先進国企業は多くの場合、第 I 章で論じたように、発展途上国・新興国に膨
大な直接投資・技術移転・下請け発注を行う多国籍企業でもある。世界経済の需要・供給両
面からの汎用品化に対応して、大規模な生産・輸出拠点を、発展途上国・新興国に設置する
に当たっては、一定品質を維持しつつも、規模の経済の一層の実現を通じた低コスト化を図
るために不断の破壊的イノベーションを実現することが必要である。
すなわち、先進国多国籍企業は、先進国市場における革新的イノベーションと発展途上国・
新興国における破壊的イノベーションの二つの役割を担っている。
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ところで近年、先進国経済は長期的な減速傾向にあり、これはひとつには、革新的イノベ
ーションの創発力そのものの鈍化によるものと考えられる。これに、中間所得層の所得の低
迷、少子高齢化等の要因が相俟って、経済成長が鈍化し、市場の将来性への期待が弱まれば、
先進国企業は、革新的イノベーションによる新たなファーストベスト市場創出への意欲を削
がれ、先進国における研究開発投資および設備投資は減退する。
他方、発展途上国・新興国においては、先進国よりも人口の増加率も経済成長率も高く、
将来の市場の可能性についても楽観的な見方が強まりがちであり、多国籍企業としての先進
国企業は、これら投資受入国の急成長する大規模セカンドベスト市場に対して、最新鋭の生
産技術を体化した大規模生産設備の導入と生産システムの一層のグレードアップのための破
壊的イノベーションを積極的に行う。さらに、先進国多国籍企業は、発展途上国・新興国に
おける新市場発掘のためのリバース・イノベーション vii をおこない、さらに、こうした新市
場を先進国市場とも共通性のある「グローバルな」「ファースト・ベスト市場」に育て上げる
ことに傾注し、高度の革新的イノベーションですらも、発展途上国・新興国において、行う
可能性がある。
一般的に、先進国多国籍企業の高度の経営資源が、経済・事業環境の良い特定の国に集中
し、急速に蓄積すれば、当該国は、図  において、（新興国の場合）B’または B’から D 点
に向かって、あるいは（先進国の場合）A から D 点に向かって急速にシフトする可能性が
ある。ここに、大規模な経営資源の集中が、研究開発投資や設備投資を通じて成長を産み出
し、高度な新市場の出現が、さらに一層の経営資源の集中を生み、これが一層の成長と新市
場（「ファースト・ベスト市場」）をも生ずるという、「良循環」が生まれる。
逆に、イノベーションによる経済成長の鈍化に伴う市場（「ファースト・ベスト市場」）の
萎縮と経済・事業環境の悪化により、あるいは、現実には悪化していなくても、極端に悲観
的な経済・事業環境見通しが流布されることにより、当該国から先進国多国籍企業の高度の
経営資源が流出すれば、これが、研究開発投資や設備投資の一層の不振を生み、一層の成長
鈍化と市場（「ファースト・ベスト市場」）の萎縮を生じ、さらに経営資源が流出するという
「悪循環」を生ずる。
多国籍企業の高度の経営資源の獲得競争は、これまでは主に、先進国間の現象であったが、
（.5）で論じたように、今や、外資を利用した輸出振興政策の行き詰まりを感じた発展途上
国・新興国が、投資受入国内市場をターゲットとする外資の誘致政策の延長として、これに
注力しつつある。
長期展望も交えれば、先進国も発展途上国・新興国も共に、経済・事業環境を整備し、多
国籍企業の最も重要な経済活動（高度の研究開発やブランド戦略等）を誘致して、最高度の
経営資源の流入・蓄積を競い合う時代に入りつつあることを意味する。但し、先進国も発展
途上国・新興国も、各々後述するように当面の課題を抱えている。
（2.2）先進国のジレンマ・課題
先進国においては、継続的な技術進歩の成果を享受しつつ、既に高度な一人当たり所得と
消費を実現し、定常状態（図  の C 点）にある場合、革新的なイノベーションを引き起こす
ためには、高度な研究開発を含む、ハイリスク・ハイリターンの事業決断が必要である。
さらに、科学技術の蓄積と研究開発能力に加えて、新しいコンセプトの革新的イノベーシ
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ョンの成果を受入れる高度なファーストベスト市場、具体的には、高価格・高付加価値な新
製品に対する大規模な需要が必要である。
先進国には、新たな革新的イノベーションに対するこうした需要面での裏づけ、言い換え
ると高水準の所得を持ち、高価格・高付加価値な新製品に対する強力な消費需要を有する、
大規模な中間所得層が順調に拡大していくという裏付けが必要である。先進国とは本来こう
した分厚い需要を持つ国であるが、こうした消費面での特性が維持されるためには、世代を
超えて、長期的に期待所得は順調に拡大していくとの確信を持つこと、それを現実に確信さ
せるだけの順調な所得拡大を、先進国内の多数派である中間所得層が経験することが必要で
ある。その意味で M. フリードマンの恒常所得仮説は現実には実現が保証されているわけでは
ない。
近年の先進国経済の成長鈍化の背景には、先進国における所得格差の拡大によって、こう
した中間所得層の順調な所得拡大が阻まれたことがある。これが先進国における低価格志向
につながり、「ファースト・ベスト市場」の萎縮と「セカンド・ベスト市場」の拡大をもたら
し、世界規模ので需要サイドの汎用品化を加速したことが、上記の悪循環のプロセスにつな
がったものと考えられる。日本の場合には、さらに第 III 章で論ずるマクロ経済政策上の課題
等もある。
先進国多国籍企業が、先進国経済の低迷に鑑みて、成功した発展途上国・新興国、すなわ
ち、急成長する大規模セカンド・ベスト市場を持ち、新しいタイプの「ファースト・ベスト
市場」の可能性をもつ投資先国に一層の経営資源を投入しようとするのは、当然の帰結であ
る。先進国多国籍企業は、自国と直接投資先である諸外国の経済環境・事業環境（M. ポー
ターによれば、「国の競争優位」）を考慮して、自社の国際競争力の維持・強化のために貿
易・投資戦略を実行する。先進国政府にとって、この多国籍企業の行動は、自国を良循環に
導く場合もあるし、悪循環に導く場合もありうる。然しながら先進国が、民主主義政治体制
の下で、資本主義市場経済を原則とする以上、こうした先進国多国籍企業の国際経済取引が
TRIMS・TRIPS・競争政策・環境保全の国際ルール等に抵触しない限りは、これらを直接規
制することは、基本原則として出来ない。TRIMS 等の国際ルールを遵守する限りは、自国を
出自とする多国籍企業が、たとえ超国籍企業化を進めるとしても、国際競争力を強化し、さ
らに国際競争そのもを強化することはむしろ歓迎すべきことで、これを阻害するべきではな
い。
したがって、先進国政府が悪循環に陥らないための方途は、自国の経済環境・事業環境を
整備して、自国の競争優位を強め、自国企業のみならず、他の先進国の多国籍企業の経営資
源、発展途上国・新興国企業の経営資源、そして、世界の人的資源等が集中するセンターと
なることである。そのために実現すべき最大の具体的政策課題の一つは、中間所得層の所得
拡大と高度の消費の拡大である。
（2.3）発展途上国・新興国の課題
発展途上国・新興国の基本的な問題は、そもそも、一人当たり所得が先進国に比べて依然
として低く、「ファーストベスト市場」を構成する十分な要件を満たしていないことである。
現実には、図  において、（発展途上国・新興国が）B’点または B’点から D 点に移行するこ
とは先進国が、A 点から D 点に移行することに比べてはるかに困難である。しかしながら、
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上記で論じたように、先進国多国籍企業が、超国籍企業として、発展途上国・新興国におけ
る「潜在的な」、新しいタイプの「ファースト・ベスト市場」の可能性に極度に大きな期待を
持ち、高品質の技術・人材・資本等の経営資源を惜しみなく投入すれば、そのこと自体が、
発展途上国・新興国の成長を加速して、一人当たり所得を引き上げ、先進国多国籍企業によ
るリバース・イノベーションの努力とも相俟って、「現実の」、新しいタイプの「ファースト・
ベスト市場」の発展を加速する可能性はある。この場合には先進国多国籍企業の、発展途上
国・新興国における新規「ファースト・ベスト市場」の開拓努力そのものが、現実の「ファ
ースト・ベスト市場」を現出させ、発展途上国・新興国を上記の良循環に導く可能性はかな
り高い。
言い換えれば、こうした先進国多国籍企業の強力なコミットがない限りは、発展途上国・
新興国が独自に「ファースト・ベスト市場」を形成するのは容易ではない。
なぜなら一人当たり所得水準が既に高い先進国においてすら、高価格・高付加価値な新製
品に対する強力な消費需要を有する、大規模な中間所得層が順調に実質所得および名目所得
を継続的に拡大していくこと、そして、こうした中間所得層の期待所得増大についての信頼
感を醸成し続けることは、容易ならざる目標であるためである。将来の期待所得の増大につ
いての信頼感を持つ中間所得層こそが、「ファースト・ベスト市場」を需要・供給両面から支
えるものであり、革新的イノベーションを生み出すものである。こうした中間所得層を醸成
し、しかも維持していくことは、先進国にとってすらも容易ではなく、この維持に失敗すれ
ば、現在のような、先進国のイノベーションによる成長の不振・成長率の鈍化、といった事
態を招く。このような現状を考えれば、高価格・高付加価値な新製品に対する大規模で強力
な消費需要を有する、広範な中間所得層の醸成とその維持は、発展途上国・新興国の経済政
策実施に当たって、非常に高いハードルである。
第二に、知的財産権を含む個人の私有財産権と思想・信条の自由および個人の自由な政治・
経済活動が法的に確立され、その実現が保証されていない限り、期待所得増大についての信
頼感を持つ中間所得層による革新的イノベーションの実現と、その成果である「ファースト・
ベスト市場」における消費の実現は期待できない。すなわち、第一の課題達成には、経済政
策のみでなく、政治・法・社会制度にわたる全面的な改革が必要である。これまでの新興国・
発展途上国の成功は、極端に言えば、基本的に輸出産業の育成に焦点を絞った「飛び地」の
形成にフォーカスした先進国へのキャッチアップモデルであり、社会主義体制（もしくは、
社会主義市場経済体制）の下でも、権威主義的体制の下でも、国家資本主義の体制の下でも、
一定の成果を挙げることはできた。しかし自国の市場を独自の「ファーストベスト市場」に
まで高度化し、世界中の先進国多国籍企業の高度の経営資源を吸引し蓄積しようとするので
あれば、個人の私有財産権と思想・信条の自由および個人の自由な政治・経済活動が法的に
確立され、その実現が保証されるような政治・法・社会制度にもわたる全面的な改革が必要
である。
言い換えれば、「現代の独占的競争 I 型 viii」については、これまでの伝統的な外資利用輸出
振興型開発モデルでも対応できるが、投資受入国国内市場を競争力の基盤にするような政策
転換を貫徹しようとすれば、上記の経済政策、政治・法・社会制度にわたる全面的な改革は
避けて通れない。「現代の独占的競争 II 型および III 型」に国際競争力を持つ企業を輩出する
には、こうした改革を実現することが、国の競争優位として必要不可欠になる。
海外直接投資等を通じた南北間格差の収斂と日本の政策課題、企業戦略課題（手島）
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Ⅲ．日本の経済政策、企業戦略の課題
（3.1）4 つの留意点と日本の消費行動の特性
先進国のイノベーションに基づく成長の鈍化は、革新的イノベーション創発力の低下によ
るものであるが、研究開発投資が減少していないにもかかわらず、その成果が十分に上がら
ないのは、高度な消費の実現という形で結実しないためでもある。すなわち、重要な達成課
題は、中間所得層の所得拡大と消費の拡大である。
本章では、先進国の中でも、特に日本についてこれまで論じてきた「良循環」と「悪循環」
の視点から検討を行う。これにあたって、いくつか留意すべきことがある。第一は日本の消
費の特性である。第二は、日本の労働市場の特性である。第三は、国際マクロ経済政策上の
調整課題である。第四は、日本企業の競争優位上の特性とそれが提起する課題である。
第一に、980 年代後半のバブルと 990 年代初頭のバブル崩壊を経験した後の日本の消費行
動の特性を考えるとき、適合すると見られるのは、フランコ・モジリアーニの「消費のライ
フサイクル仮説」である。同仮説によれば、一定の富（資産）を保有する中産階級が所得の
増大と共に、この資産を蓄えることが出来れば、平均消費性向は低下しない。すなわち、
C＝αW＋βY
平均消費性向：AC＝C/Y＝αW/Y＋β
であって、W/Y が一定の値を保てば、平均消費性向は、所得の増大によっても低下せず一定
水準を保つ。但し、C は消費、W は富（資産）、Y は所得であり、αとβは一定の乗数であ
り、前者は資産の限界消費性向、後者は所得の限界消費性向である。
いうまでもなく、所得増に基づく順調な消費の拡大、言い換えれば、一定の平均消費性向、
すなわち、一定の平均貯蓄（＝投資）性向が、図  のソロー型経済成長の前提である。すな
わち、ソロー型の成長モデルでは、一人当たり投資（i）＝一人当たり貯蓄（s）＝ Sf(k)、が
前提とされている。但し、S は平均貯蓄性向、k（＝ K/L）は労働者（L）の一人当たりの資
本量（K）である。この前提が実現されていれば、所得の一定割合が常に消費に、残りが貯蓄
に振り向けられるということで、過少消費が、経済の停滞につながる惧れは少ない。　
しかし W の値が固定化し、あるいは低下して、W/Y が低下すれば、当然、平均消費性向
は低下し、新規投資によって増強された資本ストックから生ずる生産力の生み出す所得のう
ち、消費される割合は、一定（平均消費性向一定）ではなく、減少し続けることになる（平
均消費性向逓減）。このことは生産力の増強に見合わない過少消費およびそれを受けた設備投
資・研究開発投資の不振を招き、経済に停滞傾向を生ずる。
このことは 990 年代初頭にバブルの崩壊を経験した日本において特に顕著であったと考え
られる。株価や地価の崩落によって、中間所得層にとっての W/Y の値が小さくなれば、モジ
リアーニの消費関数は、ケインズ型の消費関数に近くなり、所得が増大しても、消費はそれ
ほど伸びず、「過少消費」の惧れが生ずる。このとき、「過少消費」は、消費者の低価格志向
の強まり、汎用品を希求する「セカンド・ベスト市場」の拡大と「ファースト・ベスト市場」
の萎縮による「需要サイドの汎用品化」、そして、デフレの進行という形で顕在化したと考え
られる。これは図  において、A から C 点への移動すら危うくするものであり、当然のこと
ながら、A から D 点へのシフトは一層困難になる。
このような状況では、当然、財政政策乗数等の乗数効果の役割が大きくなることが期待さ
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れる。しかし、990 年代以降の日本の実質 GDP 成長率の推移を見る限り、財政政策乗数の効
果は限定的であったと考えられる
これは、
「消費の減退・特に「ファースト・ベスト市場」の萎縮→実質所得の低迷→「研究開発投
資・設備投資の不振」→消費の減退・特に「ファースト・ベスト市場」の萎縮→（続く）」
といった悪循環のプロセスが、財政政策乗数の効果を大きく相殺したためと考えられる。
（3.2）日本の労働市場の特性
（.）の状況を反映して、日本の労働市場においても顕著な特性が見られる。（.）のバブ
ル崩壊と国内設備投資減および国内民間消費の低迷から、日本国内市場の成長鈍化を見込ん
で、企業の国内労働需要は図 2 において、LD から LD2 へと大きく減少する。なお、LD と
LD2 は、各々、労働の限界生産物 MPL と MPL2 に等しい、と考える。
簡単化のため、当初は、労働市場は、労働需要 LD と労働供給 LS のもとで、完全雇用の
均衡点 LE0 にあったとすると、上記の需要曲線のシフトにより、実質賃金 W が不変のまま
であれば、LE 点に到達し、L0-L の大きさの失業が発生することになる。
仮に、国内労働供給が完全に流動的であれば、均衡点 LE2 に至り、W2 の実質賃金と L2 の
雇用が実現され、L0-L2 の大きさの「より良い職を求めて職探しをしている」自発的失業者が
発生することになる。しかし、日本では職の確保のために、労働者および労働組合が賃金カ
ットと引き換えに職の保全を選好する。これは（.4）で論ずる日本企業の国際競争力の源で
あり、特性である「日本型選好」と非常に密接な関係にある。
このとき、労働供給曲線は、LS から LS2 へと下方にシフトする。下方に圧縮された労働
需要曲線 LD2 と労働供給曲線 LS2 の下で達成される新たな均衡 LE の下では、W、W2 よ
りも低い実質賃金 W の下で、L0 よりは低いが、L、L2 よりは高い雇用 L が実現される。
しかし、LE0 と LE を比較すれば明らかなように、これによって、労働者の実質所得が削減
図 2　近年の日本の労働市場の需要と供給（筆者作成）
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されることは間違いなく、結果的に、実質所得と期待所得の低下を通じて、国内消費市場の
停滞・縮小と変質を生ずる。ここでいう国内消費市場の変質とは、（.）で論じた低価格品志
向の強化、すなわち、「ファースト・ベスト市場」の萎縮と「セカンド・ベスト市場」の拡大
（すなわち、「需要サイドの汎用品化」）である。
国内消費市場の停滞・縮小は、企業の国内設備投資意欲を一層減退させ、これは、国内労
働需要曲線を LD2 から LD へとさらに大きく左にシフトさせる。このとき労働供給側が実質
賃金 W を堅持しようとすれば、L − L4 の大きさの失業が発生することになる。しかし、
日本の労働者および労働組合が再度、職の確保のために賃金カットを受け容れれば、労働供
給曲線は LS2 から LS へとシフトし、均衡点 LE5 に至る。実質賃金は W5 まで引き下げられ
るが、L5 の雇用確保は可能である。LE0 から LE へ、さらに、LE5 へと向かうプロセスの中
で、労働者の実質所得が連続的に削減されることによって国内消費は一層低迷し、設備投資
も落ち込み、それが、国内市場の縮小を生じて、国内労働需要をさらに削減し、その結果、
一層の労働所得の減少を招き、国内消費をさらに不活発にするという縮小均衡のプロセスが
ビルトインされる。図式的に言えば、「所得の落ち込み→消費の縮小・設備投資の不振→国内
市場の縮小→労働需要の減少→所得の落ち込み→（繰り返し）」という一種の「デフレ・スパ
イラル」がビルトインされる。
日本の場合、見かけ上の失業率が欧米ほど高くない（下記図 ）ので、状況の深刻さが明示
的に認識されない面があるが、財政支出が巨大規模であるにもかかわらず、上記の投資と消
費のスパイラル的な縮小効果が大きいために、成長率加速へのインパクトは大きくない。
図 　日米独の失業率（980 − 202）
（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 20）
 
（3.3）国際マクロ経済政策上の調整課題
本節では、AA − DD 分析を用いて、国際マクロ経済政策上の調整課題を検討する。周知
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の通り、AA 曲線は資産市場（外国為替市場および国内貨幣市場）の均衡を表し、DD 曲線は
実物市場（Y=C(Y)+I(r)+G+NX(e)）の均衡を表す（図 4）。但し、Y は実質 GDP、C は消費、
I は投資、G は政府支出、NX は純輸出、r は実質金利、e は名目為替レートである。　
図 4 にみるように、200，2008 年の世界金融経済危機に先立つ 2 世紀初頭の時期には、日
本経済は米国・ドイツ等他の主要先進国と比較しても、純輸出の増大を主因に、比較的堅調
な成長率を維持した。
景気浮揚のために、積極的な財政・金融政策がとられたが、この時期には、金融緩和政策
の効果がより大きかったために、図 5 において、結果的に、金融緩和政策主導（AA から
A2A2 へのシフト）（財政の効果は省略）で、名目為替レートは、円は、ドル等に対し、より
減価（E → E2）した水準に維持され、純輸出の拡大による、所得の増加が可能であった。
すなわち、図 5 において、990 年代のアジア危機後の低迷下にあったときの均衡水準 EE
から、2000 年代前半には、EE2 にシフトした。200，2008 年の世界金融経済危機によって、
日本経済は実物ショック（DD 曲線から D2D2 曲線へのシフト）および金融ショック（A2A2
曲線から AA 曲線へのシフト）のいずれの影響も受けたが、結局、金融ショックによる影
響の方が大きかったと見られる。この結果、均衡点は EE にシフトし、名目為替レートは E
に増価した。この円の増価は純輸出を減らし、実質所得は Y まで低下した。
こうした、世界金融経済危機後の経済的困難を受けて、現在、政策当局が行おうとしてい
るのは日本国内の金融緩和政策の一層の発動によって、EE または EE2 の均衡水準を回復し
ようとすることに他ならない。
ここで想起されるべきは、200，2008 年の世界金融経済危機を受けて、2008 年には、主要
先進  カ国およびこれに発展途上国・新興国等を加えた G20 等の場で、大胆な財政政策と調
和的な金融政策によって、世界的な危機から脱却すると合意されたことである。いうまでも
なく過度に積極的な金融政策の発動は近隣窮乏化的な効果を当事者相互に産み出し、国際協
調の乱れを生ずるからである。しかし、上記図 5 の、EE2 点から EE 点への、日本のシフト
が示すのは、明らかに日本以外の主要国の金融緩和は、日本のそれをはるかに凌いで、積極
的であり、そのことが上記（.）（.2）で論じた諸課題に加えて、日本経済への追加的なダ
メージになったということである ix。
202 年末以降、日本の金融緩和への期待が高まり、現実に金融緩和政策が発動されると、
図 5 において AA 曲線から AA 曲線に向けてのシフトバックが始まり、名目為替レート
は、E から E に向けて、減価しつつある。と同時に、ドイツ等による日本の円安批判が急
速に強まっている。世界経済危機下で、国際協調を保ちつつ、金融・財政政策を実施するこ
とは実に容易ではない。
海外直接投資等を通じた南北間格差の収斂と日本の政策課題、企業戦略課題（手島）
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図 4　日米独  カ国の実質 GDP 成長率推移
（％）（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 20）
図 5　AA-DD 分析による国際マクロ経済調整の検討（筆者作成） 
（3.4）日本企業の競争優位上の特性とそれが提起する課題
（.）−（.）の課題を踏まえて、日本企業の競争優位を生み出している特性に関連する課
題について、最後に検討する。日本企業の競争優位上の特性については、筆者の、これまで
の先行研究の中で数多く論じた x。それを踏まえて、本稿の論旨との関連で、最も重要な点を
挙げれば次の通りである。
第一に、日本経済の「イノベーションによる成長」を牽引してきたのは「漸進的、ボトム
アップ型の、事後的な革新的イノベーション」xi である。その典型例は、ハイブリッド型自動
車に代表される、省エネルギー型の生産技術体系である。但し、日本企業の研究開発投資の
日米独の実質GDB成長率
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額は依然として世界的にみて高い水準にあるものの、経済成長、企業の売上・利益に対する
貢献度等から見て、日本のイノベーションの力は、低下しつつある。しかし、イノベーショ
ンの力そのものとは別に、本章の（3.1）－（3.3）で論じたマクロ経済的要因が、経済成長、企
業の売上・利益に対し、マイナスの影響を及ぼしていることも間違いない。この要素がイノ
ベーションの創発力の弱体化を実態以上に、見かけ上大きくしている面がある。
第二に、日本企業は、「日本型選好」xii の特性を生かして、「複合財としての特殊品」xiii 調
達に当たっては「取引費用最小化」xiv を実現することが出来るため、「漸進的、ボトムアップ
の、事後的な革新的イノベーション」を実現することが出来る。このため、「現代の独占的競
争 III 型」xv においては、依然として強い国際競争力を持つ。しかし、避けえない傾向である
「世界規模での需要・供給両面からの汎用品化」の潮流の中でも、恒常的に国際競争力を発揮
しうる（新たな境界拡張競争である、）「現代の独占的競争 II 型」においては、日本企業は、
十分な国際競争力を持ちにくい特性がある。「現代の独占的競争 II 型」を支えているのは、
「急進的、トップダウンの、事前的革新的イノベーション」であり、この革新的イノベーショ
ンを引き起こす企業の経営資源、とりわけ人的資源の特性は、日本企業の「漸進的、ボトム
アップの、事後的な革新的イノベーション」を支える経営資源、特に人的資源の特性と、相
反する面があるためである xvi。この点は日本企業の国際競争力を再構築する際の、重大な課
題である。
第三に、上記第二の重い課題にもかかわらず、日本企業は、「漸進的、ボトムアップの、事
後的な革新的イノベーション」に加えて、「急進的、トップダウンの、事前的革新的イノベー
ション」の創発力を養い、「現代の独占的競争 III 型」に加えて、「現代の独占的競争 II 型」に
も国際競争力を持つ必要がある。ICT 革命およびデジタル革命の下で、「世界規模での需要・
供給両面からの汎用品化」はもはや押しとどめることの出来ない、潮流だからである。その
ためには、将来所得増大の信頼感に基づく安定的な消費関数と高度の専門スキルを持ち、「フ
ァーストベスト市場」の需要・供給面からの担い手となるべき高度人材としての分厚い中間
所得層を日本国内において再構築することは何にも増して重要である。
第四に、マクロ経済的な視点からは、日本経済の「良循環」実現のために、また企業競争
力の視点からは上記第三の目標実現のために、世界最高水準の経営資源・人的資源が日本国
内に流入し、蓄積することが生ずるような全面的な制度改革・規制緩和が必要である。対内
投資促進のための特殊インセンテイブは、（.4）で論じたように、対内直接投資を利用しつつ
輸出振興政策をとった新興国・発展途上国にとっては有効であったが、こうした国々も、現
在は（2.）で論じたような課題に直面している。
先進国が「良循環」を回復する際に行うべきは、全面的な制度改革と適切な規制緩和に他
ならない。
Ⅳ．結論
日本が主導した省エネ型の革新的イノベーションが世界経済大きく貢献したように、米国
が主導した ICT 革命およびデジタル革命による革新的イノベーションが現代の世界経済およ
び社会を大きく変貌させたことは間違いない。需要・供給両面からの汎用品化は、今後一層
加速することはあっても、留まることはない。その潮流の下で、発展途上国・新興国は、先
海外直接投資等を通じた南北間格差の収斂と日本の政策課題、企業戦略課題（手島）
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進国多国籍企業の対外直接投資・海外事業・供給契約等を通じて、大規模な資本・技術の移
転を受けて、先進国と同様の成長経路に乗ることが可能であり、現実にますます多くの国が
それを実現しつつある。先進国多国籍企業が「ファースト・ベスト市場」の将来性について
すら、発展途上国・新興国の方が有望と考えれば、「革新的イノベーション」も含めた「良循
環」に入るのは、先進国でなく、発展途上国・新興国である可能性もある。
基本的に、先進国も、発展途上国・新興国も、最重要な経営資源・人的資源の受容地とし
ての国の競争優位を世界規模で競い合うことは、保護主義的な色彩を強めない限りは、むし
ろ望ましいことであるが、このときくれぐれも特殊限定的なインセンテイブを用いてはなら
ない。繰り返すが、先進国が「良循環」を回復する際に行うべきは、全面的な制度改革と適
切な規制緩和である。さらに、日本の場合、特に、上記（.4）の第三と第四に挙げたタスク
を確実に行うことが必須の条件となる。 　（以上）
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viii 「現代の独占的競争 I、II、および III 型」に関する筆者の先行論文については、参考文献（4）−（）参
照。
ix 浜田宏一（20）。参考文献（）参照。
x 日本企業の競争優位に関する筆者の先行論文については、参考文献（5）−（0）および（2）−（）参照。
xi 「漸進的、ボトムアップ型の、事後的な革新的イノベーション」に関する筆者の先行論文については、参
考文献（9）、（0）および（28）−（）参照。
xii 「日本型選好」に関する筆者の先行論文については、参考文献（5）−（0）および（2）−（）参照。
xiii 「複合財としての特殊品」に関する筆者の先行論文については、参考文献（0）および（）−（）参照。
xiv 「取引費用最小化」に関する筆者の先行論文については、参考文献（5）−（0）および（2）−（）参照。
xv 注 viii に同じ。
xvi この重大な「相反」に関する筆者の先行論文については、参考文献（5）−（0）および（2）−（）参照。
